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 ❖１１月の講座・講演等  
 

■１１月４日(日) 13:30～ 第 16期とちぎ自治講座：地方議員研修会① 

 ｢『地域包括ケアシステム』と医療･介護～栃木市での実践から｣ 

講師：佐々木 剛（栃木市地域包括ケア推進ネットワークあったかネットとちぎ会長、特護ひまわりホーム総合施設長） 

□ 会 場：宇都宮市総合コミュニティセンター 

■１１月１１日(日) 13:00～ 

 「さよなら原発！栃木アクション（第７回）」 

  □ 会場：宇都宮城址公園 

■１１月１７日(土) 13:30～ 第 16期とちぎ自治講座：地方議員研修会② 

「幼児教育無償化でどうなる子育て支援～自治体の役割は」 

   講師：村山祐一（元帝京大学教授、保育研究所所長） 

 会 場：宇都宮市総合コミュニティセンター 

■１１月２５日(日) 13:15～ 栃木県南地域水道問題全国集会 

 「新規水源開発事業の不合理性を検証する」講師:太田 正(作新学院大学名誉教授）

「鬼怒川水害と西日本豪雨水害」講師:嶋津暉之（水源問題全国連絡会 共同代表） 

    □ 会場：栃木市国府公民館 

〇 岐路に立つ地方公営企業 

～自治体戦略 2040構想に抗し住民とともに 太田 正                    

 

２ 

■１１月５日(月) の宮本憲一滋賀大学元学長の講演会（県生協連主催、とち

ぎ地域･自治研究所後援）は、中止になりました。 

mailto:tochigi_jichiken@lycos.jp
http://members.tripod.co.jp/tochigi_jichiken/
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【資料】大阪自治労連公営企業評議会での学習会の資料・講演録から事務局で抜粋したものです。     

岐 路 に 立 つ 地 方 公 営 企 業 
～自治体戦略 2040構想に抗し住民とともに～ 

                  太 田 正(作新大学名誉教授、とちぎ研究所理事長) 

・国から公営企業に対して執拗に合理化圧力が加えられてきた。 

・最近のやり方として「経営戦略」というものを各自治体、事業体に作らせた。 
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・毎年、実際にどこまで改革が実行されたのかをチェックするため、総務省が毎年公表 

・平成 29年度は抜本的改革を 248事業で展開 ・事業廃止：下水道４、簡易水道 60 

・民営化・民間譲渡：ガス 1、病院１ ・公営企業型地方独立行政法人化：病院２ 

・広域化：水道 10、下水道 38、簡易水道 55、病院２ ・指定管理者制度：病院２、 

・包括的管理委託：水道を 15、下水道 46 ・PPP･PFI：水道 2、下水道５ 

・事業特性に応じた形で抜本的改革の方向性を類型化し具体化したもの 

・水道下水道：広域化とあわせた民間活用の検討、これらに対する都道府県の主導的役割 
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・主要公益事業における地方公営企業の占める割合：水道 99.6％、工業用水道 99.9％、

下水道 90.2％ 

・地方公営企業の事業数の推移：総数約 8400、水道 185減、病院 12減、下水道８減 

 電気 21増～地方公営企業の新しい発展のあり方を示しているのではないか。 
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・地方公営企業の職員数は電気と病院で若干増、他は全て減 

・自治体職員数全体では警察と消防が増で、他は一般行政部門も含めて急速な人員削減 

・ただ、一般行政職員数は平成 26年から若干の増 
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・①が従来型のＰＦＩ、コンセッションの標準形は②の独立採算型、、③の混合型もコン

セッションに含まれる、国が敢えてハードルを下げて普及促進を図っている。 

・「TPP・PFI推進アクションプログラム（平成 30年改定版）」では、20万人未満や小規模

自治体でも TPP・PFIを推進、重点分野別の目標も明記 

・世界的な潮流では脱民営化（再公営化） 

・広域化・民間化は、事業体ごとの経営効率化から圏域マネジメントとしての効率化に変  

 質していくのではないか。 

・「自治体消滅論」のニューバージョンないし集大成 



 

７ 

・都道府県による補完：市町村の空洞化、二層性の改編、崩壊 

・中枢・中核市による拠点形成：人口規模 20万人に一本化、地域経済を牽引できる規模 

・水道を含めたインフラの広域化推進 
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・日本のＰＦＩは右肩上がり。ＰＦＩ発祥のイギリスでは、2003 年頃をピークに現在わ

ずか５、６件に大幅減少。 

・イギリス労働党は 2017年の選挙で主要なサービス事業について再国有化を公約 



 

９ 

・上下分離方式の具体化としてのコンセッションに空港と地方鉄道の二つのモデル 
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・再生可能エネルギーは地方公営企業の新たな発展のモデルとなるのではないか。 

 

■ 住民参加について 

・パリ市が水道の再公営化を果たした。水道公社「オードパリ」の中にフォーラムとい

う場を設け、そこにいろんな方が参加してパリ水道のあり方について議論している。。

その参加者も含めて希望があれば公社の理事会に参加して意見を言うことができると

いう仕組みができている。 

・世界的な再公営化が、単に元に戻すというのではなく、市民参加型の新しい経営スタ

イルを導入しながら再公営化を進めている。 

・参加民主主義的な形での事業運営というものを目指すべき方向として明確にしていく

必要があるだろう。 

  


